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データ関連法規制対応戦略策定支援

近年、データの莫大な価値を多くの企業が意識し、それを活用した意思決定を行うデータ
ドリブン経営への移行が増えています。一方、各国・地域ではデータに関する法規制（以下
｢データ関連法規制｣）が多く制定され、海外に拠点を持つ日本企業は対応を迫られています。
KPMGは、データ関連法規制の包括的対応に向けた戦略策定を支援します。

データ利活用のニーズの高まりと規制強化

AI等の先端技術の急速な発展に伴い、データの価値がま
すます高まっています。多くの企業は、分析データを活
用した経営判断や日々の運営を最適化するアプローチの
検討を積極的に進めています。
しかし、万一情報漏えい等の事故が発生した場合は社会
的に大きな影響を及ぼす可能性が高いため、データの利

活用の増加に伴い、各国・地域ではデータ関連法規制の
強化が加速しています。
このような環境のなか、企業としては積極的なデータ利
活用における施策を検討するだけでなく、各国・地域の
データ関連法規制を理解し、遵守したうえで戦略を策定
し、実装していくことが必要です。

データ利活用のニーズ

 データの利活用により、ビジネス
チャンスの創出や、従来の事業を改
善する方向性を見出すことが期待さ
れている

 世界的に、データ関連法規制の要求
事項の厳格化や罰則の増強といった
動きが見られ、規制対応の難易度が
上がっている

データ関連法規制の強化

企業における課題

各国・地域のデータ関連法規制は独自の要求事項が多く、
また頻繁に改正等が生じます。そのため、現地に拠点を
持つ日本企業にとって本社での一括管理・監督の徹底が
大きな課題となり、多岐にわたる要求事項への対応漏れ
や、それを回避するために多大な工数・リソースを要す

ることが散見されます。

また、現地法人や現地で提携している法律の専門家に対
応を依頼するケースも多く、各国・地域における対応状
況を本社が把握することは困難を極めます。

対応漏れ 工数・リソース 状況把握
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KPMGの支援

前述の課題認識のもと、KPMGは各国・地域データ関連法規制の豊富な知見
に基づき、法規制要求事項の整理・分析、および事業における影響を踏まえ
て、リスクに応じた対応戦略の策定を支援します。

ステップ

実施
事項

 事業展開している国のなかで
重要な国・地域におけるデー
タ関連法規制／規格類の動向
を調査、分析

 各事業に対する影響を特定し
たうえで、各事業において該
当する法規制を確認し、高リ
スクな事業・データの取扱い
等を識別

 事業への影響度に応じて対応
の体制および優先順位を検討
し、対応戦略を策定

想定
タスク

 調査スコープの検討
 調査実施
 法規制の動向分析
 結果取りまとめ、調査報告書
作成

 主要事業に関する資料確認お
よびヒアリング

 法規制の要求事項への該当性
確認

 法規制による影響の特定

 対策を推進できる組織体制の
検討および構築

 対応優先順位の検討
 ロードマップの策定

1 法規制調査・分析 2 事業への影響確認 3 対応戦略策定

KPMGは、以下のステップで企業のデータ関連法規制への戦略策定を支援し
ます。

支援の流れ

法規制の要求事項 事業への影響

 各国・地域データ関連
法規制の要求事項を整
理し、対策が必要な事
項を網羅的に把握する

 グループの実際の事業
展開状況を確認し、法
規制に照らして対応の
要否および緊急度を確
認する

要求事項

1 XXX

2 XXX

3 XXX

事業への影響

A XXX 高 中
B XXX 低 低
C XXX 中 中

事業1 事業2

リスクに応じた対応戦略

 要求事項および事業への
影響度を踏まえて、対応
にあたっての体制および
優先順位等を検討し、リ
スクに応じた対応戦略を
策定する

対応戦略
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本社関係部署との協議により、事業を展開している主要な国・地域を特定し、
必要に応じて関連法規制／規格類の調査・分析を実施します。

調査結果を基に各国・地域の法規制の主な要求事項を整理し、企業として必
要な対策をまとめます。

ステップ1.法規制調査・分析

ステップ2.事業への影響確認

法規制調査・分析対象国・地域の特定 法規制対策の検討

 グループの事業展開状況や戦略的優先度等に基
づき、法規制調査・分析の対象国・地域の特定
および実施の優先順位について協議する

 各国・地域のデータ関連法規制要求事項を調査
し、主要な要求事項を整理したうえで、対応し
やすいようにグルーピングを行う

法規制要求事項整理 対策まとめ

1 XXX

2 XXX

3 XXX

ステップ1で整理された要求事項が、グループの事業において該当するか否か
を確認します。

該当すると判断された要求事項に関しては、事業への影響度について書類上
や関係拠点・部門とのヒアリング等を通じて確認します。

影響度の確認

 関係拠点・部門と協議のうえ、対応が必要な事業への影響度を確認し、ステップ3で対応戦略・計画を
策定する際の優先順位のインプットとする

該当性の確認

 グループの事業内容を理解したうえで、規制要求事項への該当の有無を確認し、対応の要否を検討する

整理された法規制の要求事項 事業内容の確認 対応が必要な要求事項

要求
事項A

要求
事項B

要求
事項C

要求
事項D

事業1 事業2 事業3

A C A C D D

要求
事項A

要求
事項C

要求
事項D

リスク 基準（例）

リスク高 製品販売・サービス提供ができなくなる恐れがある

リスク中 監督当局から指摘され、罰則を受ける可能性がある

リスク低 製品・サービスの競争力低下の恐れがある

ヒアリング等

事業 業務 要求事項
A

要求事項
B

要求事項
C

XXX
XXX

XXX

XXX

XXX
XXX

XXX

XXX
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ステップ3. 対応戦略策定

ステップ2で確認した影響を踏まえて、各要求事項への対応の優先順位を検討
します。

効率的に対応できるグループの体制やリソース配分等を勘案した対応戦略を
協議し、実現可能性を加味したロードマップの協議を進めます。

プロジェクト推進
横断的プロジェクト管理

横断的に推進するため、英語で
のコミュニケーションスキルお
よびプロジェクト管理の豊富な
経験を有する人員による支援が
可能です。

利害関係者が多岐にわたる
ため慎重な判断が必要

特
長

豊富なナレッジ
法規制／セキュリティの知見

各国・地域法規制／情報セ
キュリティの専門知識が必要

グローバルネットワーク
KPMGのネットワーク

海外拠点の動向も
勘案した対策が必要

背
景

データ保護規制の要求事項に基づ
く現実的で有効な対策を提案する
ため、現地の法規制に加え情報セ
キュリティについても深い知見を
有するメンバーでチームを構成し
ます。

KPMGのネットワークを活かし、
他社事例や現地慣行を踏まえて検
討します。必要に応じて海外拠点
にKPMGの現地法人が直接支援す
ることにより、不要なリードタイ
ムを削減します。

KPMGによる支援の特長

グループ対応体制構築

 グループの既存の体制に応じて、規制対応を推
進するために必要な組織体制を構築する

拠点A

拠点B

拠点C
本社

会議体（例） 頻度（例）

規制対応進捗共有会 月次に1回

規制動向勉強会 四半期に1回

XXX会 XXXに1回

ロードマップ策定

 対応が必要な要求事項の優先順位を検討し、現
実的な対応戦略およびロードマップを策定する

要求事項A

要求事項B

要求事項C

対応優先度 高

対応優先度 中

対応優先度 中


